令和　　　年　　　月　　　日

金融機関名　　
支店長名　　

（℡ ：　                担当者　        　　）
照会票
本照会は中小企業者の依頼により貴協会にお尋ねするもので、回答情報については、他に公開することはなく、貴協会にご迷惑をおかけするものではありません。また、個人情報の提供に関する同意書についても取得しています。
	顧客番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	住所地

	ﾌﾘｶﾞﾅ
	
	

	債務者名
	
	


	照会事項（照会するものに○を付けてください）

	① 保証制度残高照会
	② 空枠照会
	③ 保証料率区分照会
	④ 簡易相談
	⑤ その他相談事項


※③、④、⑤を選択した場合は、以下をご記入ください。
③、④、⑤　共通項目（直近決算期における情報）
	主たる業種
	
	所有不動産
(代表者所有含む)
	有
	後継者
	有
	従業員数
(役員・家族除く）
	　　　　名

	
	
	
	無
	
	無
	
	


④ 簡易相談

	金　額
（純増額）
	　　　　　　千円 
（　　　　　　　　千円)
	期　間
（月）
	
	資金使途
	

	経営者保証
	有
	決済条件
	有
	決済口
保証番号
	
	制　度
	

	
	無
	
	無
	
	
	
	


⑤ その他相談事項（既存保証口の借換相談、保証制度に対する質問等）
	




回答書
保証料率区分およびスコアリング要件該当可否について、次のとおり回答いたします。　
	判定基準とした決算期
	保証料率区分
	カード20M、無当貸50M
	有当貸50M

	年　　　月期 
	料率区分
	該当　　・　　否
	該当　　・　　否




	照会事項 (該当番号に〇を記入)
	①　②　③　④　⑤

	回答日
	

	金融機関担当者
	

	協会担当者
	



静岡県信用保証協会　 御中





・③～⑤に対する照会には直近２期の決算書が必要となります。


・個人事業主で税務申告に貸借対照表を添付していない方は、料率弾力化の対象外となります。


・協会の利用が初めての方は、簡易相談では回答できませんので、事前申込をご検討ください。


・①、②、④、⑤に係る照会につきましては、電話で回答いたします。


・回答は保証を内諾するものではありません。また、決算書のみでは情報が不十分な場合は、回答いたしかねることがあります。





・本回答による保証料率区分は目安であり、定性要因の変動等によって実際の保証料率区分と相違する場合があります。


・照会時以降、新たな決算期が到来した場合は保証料率区分が変更しますので、お手数ですが、再度ご照会願います。


・次の定性要因を満たす場合は、基本保証料率より0.1％の割引を実施します。


有担保保証の場合（一部の保証制度を除く。）。


会計参与設置会社の場合（一括支払契約保証を除く。）。


・保証制度によって料率体系が異なります。保証料率区分をもとに｢保証料率一覧表｣にてご確認ください。


・保証料率区分は決算書を基にした財務評価に定性要因（非財務要因）を加味して決定していますが、その決定プロセスの詳細や決定結果に対するご質問にはお答えできませんのでご承知おき下さい。





協会処理欄





【2024.12改訂】








